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本 手 引 に つ い て  
 
 
 

こ の 手 引 は 、東 京 都 行 政 手 続 条 例 第 ５ 条 第 １ 項 の 規 定 に よ り 、都

市 計 画 法 の 規 定 に 基 づ く 開 発 行 為 の 許 可 及 び 市 街 化 調 整 区 域 に お

け る 建 築 行 為 の 許 可 等 の 基 準 を 定 め 、 公 表 す る も の で あ る 。  

本 手 引 の ほ か 、個 々 の 申 請 内 容 が 都 市 計 画 上 、環 境 の 保 全 上 、災

害 の 防 止 上 及 び 通 行 の 安 全 上 支 障 が な い か に つ い て 審 査 を 行 う も

の と す る 。  

こ の 手 引 は 、 令 和 6 年 7 月 31 日 か ら 施 行 す る 。  
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